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 京都市市税条例施行細則の一部を改正する規則を公布する。 

  平成２７年１２月２８日 

京都市長 門 川 大 作   

京都市規則第   号 

   京都市市税条例施行細則の一部を改正する規則 

京都市市税条例施行細則の一部を次のように改正する。 

第１０条表以外の部分中「ところ」の右に「（行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号又は同条第１５項に

規定する法人番号の記載を求める場合にあっては，当該様式に所要の変更を加えたもの）」

を加え，同条の表（４９）中「第１９９条第２項」の右に「又は第３項」を加える。 

様式第１号６中「法人番号」を「管理番号」に改める。 

様式第４号の３注以外の部分中 

 

 

相 続

人 の

代 表

者 

氏名（法人にあっては，名称及

び代表者名） 

 

 を 

 

住所（法人にあっては，主たる

事務所の所在地） 

 

 被

相

続

人 
氏 名  

 死 亡 時 の 住 所  

 死 亡 の 年 月 日 年  月  日   

 

相 
 
 
 

続 
 
 
 

人 

氏名（法人にあっては，名称及

び代表者名） 

被相続人と

の続柄 

住所（法人にあっては，主

たる事務所の所在地） 

相 続 分 

     

     

     

     

                                     」 

 

「 

５９
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「 
 

 

被相続人 

氏 名  

 死 亡 時 の 住 所  

 死 亡 の 年 月 日 年  月  日   

 

氏名（法人にあっては，名

称及び代表者名） 

住所（法人にあっては，主たる事務

所の所在地） 

被相続人と

の続柄 

相続分 

 

相続人の

代表者 

    

 

代表者以

外の相続

人 

    

     

     

     

改め，同様式注２中「相続人」の右に「の代表者の欄及び代表者以外の相続人」を加える。 

様式第２６号中 

「 

 

（ふりがな） 

氏名又は名称 
○印  

（ふりがな） 

代 表 者 名
○印  

特別徴収義

務者番号 
  を 

                                     」 

「 

（ふりがな） 

氏名又は名称 
○印   

（ふりがな） 

代 表 者 名 
○印  特別徴収義務者番号  

                                     」 

改める。 

様式第２６号の３中 

」 

に 

に 
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 給与の支払を受ける者が１０人未満でなくなった場合の届出書 

 を 

 

年  月  日    

（宛先）京都市長 

特別徴収義務

者番号 

 

 

届

出

者 

（ふりがな） 

氏名又は名称 
○印  

（ふりがな） 

代 表 者 名 
○印  

 住所又は所在地 
(電話  ―    ) 

                                      」 

「 

 

給与の支払を受ける者が１０人未満でなくなった場合の届出書 

年  月  日    

（宛先）京都市長 

    

 

届 

 

出 

 

者 

（ふりがな） 

氏名又は名称 
○印   

（ふりがな） 

代 表 者 名 
○印  特別徴収義務者番号  

 住所又は所在地 
電話  ―      

                                      」 

改める。 

様式第４８号注以外の部分中 

 

 

 

 

 

受 付 

 印 

受 付 

 印 

「 

に 
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「 

    

 

  年  月  日 

（宛先）京都市長 

※

処

理

事

項 

発 信 年 月 日 

    通信日付印 確 認 印 

  

（ふりがな） 

氏名又は名 

称 

○印   

住所又は所

在地 

 

事 業 種 目 

 

（ふりがな） 

法人の代表

者氏名 

○印   

 

資本金額又 

は出資金額 

円  

この申告に

応答する者

の氏名 

○印   

 

決 算 月 日  

                                     」 

「 

 

 

 

 

 

 

 に， 

 

 

  年  月  日 

（宛先）京都市長 

※

処

理

事

項 

発 信 年 月 日 

事 務 所 管理番号 

通信日付印 確認印 

    

  

（ふりがな） 

氏名又は名称 
○印   

住所又は

所在地 
 

事業種目 
 

 

（ふりがな） 

法人の代表者

名 

○印   

資本金額

又は出資

金額 

 

円  

 

    新設 

事業所等  申告書 

    廃止 

受 付 

 印 

受 付 

 印 

を 
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この申告に応

答する者の氏

名 

 

 

電話   －    

決算月日 月   日   

                                     」 

「 

新設し，又は廃止した事業所 

① 

 ㎡ 人 

既 存 の す べ て の 事 業 所 

② 

 ㎡ 人 

 

合   計 

（①＋②） 

③ 

 ㎡ 人 

 

「 

 既 存 の 全 て の 事 業 所 

① 

 平方メートル 人 

 に 

新 設 し た 事 業 所 

② 

   

廃 止 し た 事 業 所 

③ 

   

 

合   計 

（①＋②－③） 

④ 

   

                                     」 

改め，同様式注１を次のように改める。 

 １ ※印の欄は，記入しないでください。 

 様式第４８号注２中「記入すること」を「記入してください」に改め，同注４を削り，

」 

を 
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同注３中「①」を「②又は③」に，「記載のこと」を「記入してください」に，「付すこと」

を「付してください」に改め，同注３を同注４とし，同注２の次に次のように加える。 

３ ①の欄は，新設し，又は廃止した日までに使用し，及び現在も使用している本市の

区域内の全ての事業所用家屋（新設し，又は廃止したものを除く。）の延べ床面積の

合計と，それらの事業所に勤務する従業者数の合計を記載してください。 

様式第４９号中 

 

 （宛先） 

京 都 市 長 

 

 を 

 

 

 

 

 

 

 

 

申 

 

 

告 

 

 

者 

氏 名 又 は 名 称 ○印   

法人の代表者名 ○印   

住所又は所在地 
 電話   －       

この申告に応答す 

る担当者の氏名等  電話   －       

                                     」 

「 

（宛先）京 都 市 長 

 

 ※整理番号 

申 

 

告 

 

者 

氏 名 又 は 名 称 ○印   

法人の代表者名 ○印   

住所又は所在地  電話   －       

この申告に応答す 

る担当者の氏名等  電話   －       

                                     」 

 

 

受 付 

 印 

に， 

「 
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「第１９９条第２項」を 第１９９条 
□第２項 

に，「家屋の床面積」を「家屋の延べ 
□第３項 

床面積」に，「専用床面積」を「延べ専用床面積」に， 

 共用床面積        ④  を  延べ共用床面積      ④   に改 

め，同様式に注として次のように加える。 

注 該当する□には，レ印を記入してください。 

 様式第４９号別表中「整理番号」を「※整理番号」に， 

「         「 

 

（   ） 

 を 
（   ） 

 に改め，同様式別表に注として次のように加える。 

※ 

       」         」 

注 ※印の欄は，記入しないでください。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，平成２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 従前の様式による用紙は，市長が認めるものに限り，当分の間，これを使用すること

ができる。 

（行財政局税務部税制課） 

「 

」 

「 「 

」 」 


